














































































































































































































































































































































































































































CO2 メタン 亜酸化窒素 CFC-11 CFC-22
産業革命以前の濃度 280ppmv 700ppbv 275ppbv 0 0
1994年の濃度 358ppmv 1,720ppbv 312ppbv 268pptv 110pptv
温暖化係数（100年）
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年度
ロエネルギー消費量十自動車貨物輸送量◇工業用水量△木材輸入量
×林地からレジャー用地への転換面積
(注)1.林地からレジャー 用地への転換面積の45年度の値は45～47年
の平均値。
2．自動車賃物輸送量は輸送トン数の値
(資料）「総合エネルギー 総計｣、「自動車輸送統計年報｣、「工業統計表｣、
「外国貿易概況｣、「土地白書」等より作成。
出所：「環境白書」平成4年度P199。
しかし，素材の側面からの広義再生産過程の視角でみれば，この重化
学工業主導型再生産構造，そして，戦後の日本経済高度成長の成立を支
えるのは，自然環境からの資源とエネルギーの大量搾取，及び自然環境
への産業ゴミと生活ゴミとの大量廃棄である。図表10に見られるよう
に，エネルギー消費量，自動車貨物輸送量木材輸入量など，環境への
負荷と係わりの深い経済活動の動向を表す指標は，昭和40年代後半まで
急速に増加したのち，概ね安定的に推移し，昭和61年から再び増加に転
じている。このように，環境への負荷と経済活動とは密接に関連してお
り，これらを切り離して考えることはできない（｢環境白書」平成4
年､P199-200)｡
次に，高度化した産業構造のもう1つの特徴としては，最終エネル
ギー消費に占める化石エネルギー消費の比率，そしてそれに占める産業
部門消費率の比率が高いことである。さらに，産業部門の化石エネルギー
－89－
の消費量の内訳には，製造業，そして，経済成長と産業構造高度化の牽引
車となった化学産業と鋼鉄産業の割合が最も高いことが取り上げられる。
図表11日本の最終エネルギー消費の内約（1995年度）
（原油換算：100万k@)
1338百万k、
I
／
050100150200250300350400
(注）「その他5業種」は、繊維、食品、金属機械、非鉄金属、その他製造業の
合計
(出典）エネルギーバランス表
出所：通産省『エネルギー '97jP19。
以上の特徴は，二酸化炭素の排出状況からも同様に見られる。日本は，
人口規模が世界全体の約50分の1しかなく，また，省エネルギー技術と
排気抑止技術が世界でもトップとなっているが，世界第2の経済規模と
上記のような産業構造であるため，世界第4位の二酸化炭素排出国
(約世界全体の49％）となっている。まだ，二酸化炭素排出量の内訳を
1994年度において見ると，エネルギー の消費に伴なうものが91.7%を占
め，工業プロセスによるもの（セメンと製造工程における石灰石の消費）
が4.5％，廃棄物の焼却に伴なうものが3.8％となっているエネルギー の
消費によるもののうち，産業部門，運輸部門，そしてエネルギー転換部
－90－
門によるものはそれぞれ,39.9%,19.2%そして7.7%となっている
(『環境白書』H9,P62)。
図表12日本の二酸化炭素排出量の部門別内訳(H6)
工業プロ
4.5％
統計誤差
運輸部門
鉄道等）
（直接燃
民生部門
ビル等業
11.3％
（直接燃
民生部門（家庭)12.5%
（直接燃焼分5.7％）
エネルギー転換部門
（発電所、製油所等）7.7％
産業部門（工場等）
39.9％
（直接燃焼分27.3％）
注）・四捨五入のため、シェアの合計は必ずしも一致しない。
・パーセント表示は、排出総量に対する割合を示したものである。
・発電による排出量（排出総量の29.4％）は、各部門の電力使用量
に応じて配分きれ、その割合は、（部門ごとの割合一直接燃焼分）
で示される。ただし、産業部門には潤滑油等の消費に伴う分(0.4％）
が含まれる。
資料：「総合エネルギー統計」等により環境庁推計
出所：『環境白書』H9，P62。
国立環境研究所が，産業連関表を用いて，生産活動の部門毎に二酸化
炭素の排出量を分析した。この結果を見ると，産業部門毎に二酸化炭素
の排出強度は次の通り，同じ額の生産を行うために排出される二酸化炭
素の量は，産業の生産活動の種類により大きく異なっていることが分か
る。生産額当たり直接排出強度は，電力・ガス・熱供給が最も高く，つ
いで，鋼鉄，輸送，窯業・土石，石油・石炭製品などが高くなっており，
概して，他の2つの結果も，ほぼ同じことがみられるように，重化学工
業の基礎産業と基幹産業を構成する資源・エネルギー供給，基礎素材，輸
送，石油化学製品といった分野の生産活動の排出強度が高くなっている。
－91－
図表13産業連関分析による部門別二酸化炭素排出強度
付加価値当たり直接排出強度生産額当たり誘発排出強度生産額当たり直接排出強度
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(注）単位はトン（炭素換算）
出所：「環境白書」平成5年､P161。
それ故，日本の高度成長期の重化学工業型産業構造は，市場経済のも
とで，いわば，大量採取，大量生産，大量流通，大量消費，大量廃棄の
相互依存的関係に支えられ，とりわけ，大量採取と大量廃棄とをその前
提として初めて成立っているといってよい。これは，広義的再生産の不
調和循環の重要な形成原因となっている。
全体的に見れば，日本においては，このような化石燃料多消費型，そ
して，二酸化炭素多排気型の産業構造の定着は60年代からスター トした
高度成長期である。73年の第1次石油危機以降エネルギー 利用の効率
化が進み，その結果，産業部門のエネルギー 省費は73年度から86年度
までの13年間の年平均率は，マイナス1.4％と消費がよ抑えられた。し
かしながら，86年度以降は内需主導型の好景気により，生産活動が活発
化し，エネルギー 消費は堅調な伸びで推移してきており，86年度から
91年度までの5年間では，年率3.5%の伸びとなった。92年度,93年度
のエネルギー 消費については，契機が調整局面に入ったこともあり，製
造業の生産指数(IIP)がそれぞれマイナス6.0%,マイナス4.0%(生産
－92－
額ペース）と落ち込んだことが影響し，対前年度比マイナス2.0％，プ
ラス0.4％と円高不況以来6年ぶりの低い伸びとなった。しかし94年度
95年度においては契機が緩やかな回復基調で推移したことから，製造業
の生産指数(IIP)がプラス3.0%プラス1.6%となり，エネルギー 省費は，
対前年度比プラス3.5％，2.2％の伸びとなった（通産省『エネルギー '97j
P18)。
V産業高度化と地球環境問題の深刻化
以上により，地球温暖化の要因である化石燃料の消費と温室効果気体
の排出の産業部門別分布の分析を通して，産業構造の高度化と地球環境
問題の因果関係を論証した。それが横断面的分析であるとすれば，産業
構造高度化に伴なう地球環境問題の深刻化過程の分析を通してその因果
関係を時系列的に実証することも必要である。すなわち，下記の論述に
より，今までの産業構造の高度化過程は，化石燃料依存型産業，そして
温室効果気体の大量排出型産業，つまり，地球環境破壊への寄与度が高
い産業の規模と比重が高くなってくるという特徴を持っていることが実
証される。
産業経済の理論によれば，産業構造の高度化は経済社会の段階的変容
過程における主導産業の転換によって実現されてきたのである（筆者，
1995年9月)。ロストウによれば，経済成長は，次の5つの成長段階に
分けることができる（ロストウ,P7-101)。
第1，伝統的社会それは，その構造的発展が，ニュートン以前の科
学と技術とに基礎置くと共に，外的世界に対するニュートン以前的な態
度に基礎を置いた，限られた生産関数の枠内にとどまっていた社会であ
る。この社会に関する中心的事実は，一人当たり産出高の到達し得る水
準に上限があったことと言うことである。伝統社会では，その資源の極
めて大きな割合を農業に捧げなければならなかった（ロストウ,P7-10)
のは，この社会の産業構造の特徴である。この社会は，まだ田園式，牧
場式と手工業的な自給自足の経済社会である。したがって，社会的分業，
そして，産業間の波及効果がまだあまり顕在化していなかった。それ故，
産業の性格の個性化がまだ形成されていない。換言すれば，もし，農業
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と手工業を主導産業とする事ができると，同時に，それを基礎産業，基
盤産業そして基幹産業とすることもできるのである。
第2，離陸への先行期この社会の数量的特徴は，投資率が離陸へ
の技術的先行条件をつくり出すために，多額の社会的間接資本投資が要
求きれ，場合に置いても国民所得の5パーセントを上回る程度であっ
たということであるである。離陸への先行期は，近代科学の知識が農業
及び工業の新しい生産関数という形をとり始めた（同上,P24-30),
と言う産業特徴を持っているのである。経済離陸の前提条件となる主導
産業体系は，主に食品，飲料などの農産物加工業と煉瓦などの伝統的な
建築材料工業で構成されるのである。
第3，離陸期この時期は次の三つの互いに関連する条件をすべて
備えていなければならぬものとして定義される。①生産的投資率が国
民所得（もしくは国民純生産<NPP>)の5パー セントないしはそれ以
下から10パーセント以上に上昇すること。②十分な力を持った一つな
いしそれ以上の製造業部門が高い成長率を持って発展すること。③近
代部門における拡張への衝動と離陸の持つ潜在的外部経済効果とを利用
して成長に前進的性格を与えるような，政治的・社会的・制度的枠組が
既に存在しているか，或いは急速に出現しつつあることである。離陸期
の産業構造変動の特徴としては，やはり新技術の普及に基づく工業の発
展と投資の増加を通して他の産業の成長と発展を促進していた（同上，
P49-63)のである。経済離陸段階の古典的な主導産業体系は，おもに
紡績工業をはじめとする非耐久消費財を生産する軽工業で構成されるの
である。
第4，成熟への前進期離陸が始まってから60年後，社会は成熟期
になるわけである。成熟期とは，経済が，その離陸に力を与えた最初の
産業を乗り越えて進み得る能力を示す段階であり，それはまた経済が近
代技術の最も進んだ果実を吸収し，かつそれを資源の極めて広い範囲に
渡って，有効に通用することができる能力を示す段階である。国民所得
の10-20％が着実にと投資され，産出高は常に人口の増加を上回るよ
うになるのはこの段階の数量的特徴である。成熟への前進期という段階
の産業の特徴としては，技術が改良きれ，新しい産業が加速度的に増加
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したり他の産業が脱落し始めるにつれて経済的構成は絶えず変化する。
また，この時期になると，その経済的構成の中心的領域を，精巧なかつ
技術的には複雑な工程にまで押し広げて行った。例えば，その中心的領
域は，鉄道の石炭・鉄・重機械工業と言った物から，工作機械・化学製
品・電気機器へと移動することになろう（同上,P80-2)。成熟への前
進期において，相次いで2つの重工業と機械工業の主導産業体系が出
現してきた。一つは，鋼鉄工業を主とするのであるが，もう一つは電力
業を中心とするのである。
第5，高度大衆消費時代
この時期は，経済学の専門的見地から言えば，成熟に達し，さらにそ
れを越えて進んで行くにつれて，社会の関心のバランスは供給から需要
へ，生産の問題から消費の問題へ，そして最も広い意味での福祉の問題
へと移って行った社会である。高度大衆消費時代に入ると，早晩，主導
部門が耐久消費財とサー ビスに向かって移って行く（同上,P99-101),
と言う産業の特徴を持っている。自動車，電気などの非耐久消費財の生
産業で構成される現代主導産業部門体系が登場してきた。
勿論，以上の経済成長段階論説は，狭義的経済学の視野に基づくもの
として，これまでの時代の内容にとどまり，これからの行方については
示していない。ところが，広義的経済学の視野によって経済成長を超長
期的にみれば，少なくとも，次の2つの段階を考えることができると
思われる。
6，国民生活の質的向上段階
これは，先進国が現在立っている段階である。この時期の特徴は主に
次のような点である。①経済の成長は依然として続いているが，成長率
は発展途上国への市場開発の度合いにかかわって伸び難くなっている
(低成長時期)。②国民の社会関心のバランスは，物的消費から情報的消
費へ，労働時間から自由時間へ，そして，最も広い意味での社会決定参
加へと移行している。③科学技術の進歩の経済成長に占める割合はかな
り高まっている。
7，人間と自然の共生段階
この段階については，要点として，現代的貧困の顕在化がこの時代の
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特徴である。人間の基本的生存環境の危機感が国際的に広まっている。
それ故に，自然環境への需要が主導的になっていく。それと同時に，自
然環境保全技術が主導的な技術として開発・応用されていく。また，代
替エネルギー，新エネルギーも次第に研究開発されている。つまり，
｢第0次産業」を主導産業とする人間と自然の共生期が期待される。
以上によれば，主導産業の諸体系の転換過程は経済成長の段階に応じ
て形成されたのである。従って，時系列的にみれば，これは，経済成長
の低いレベルから高いレベルへの段階的転換過程，或いは，産業構造の
高度化過程を反映している。横断面的にみれば，それは，経済成長の段
階の違い，或いは，産業構造の水準の違いにある諸国の差異を示してい
る。要するに，世界経済の歴史的発展過程を概観すれば，主導産業の変
遷は，経済成長の段階的転換と関連して，図表14のような傾向を示して
いる。
図14経済成長における主導産業変遷の傾向
⑦人間と自然
の共生期
⑥国民生活の
溌篭第…
??????
①騨的
I農業
主導産業の転換
主導産業の転換によって牽引されたのは，産業構造の高度化傾向であ
る。それは有名な「ペテイ＝クラークの法則」に明示されている。図表
l5は，この法則を反映する代表国の産業構造の労働力構成(1975年）
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に関する横断面的な統合的観察図である（筆者1996年3月)。
図表15統合観察法による産業構造高度化傾向
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plp2は，第2次産業の構成比が不変であるが，第1次産業は第3次
産業の構成比の増大にともなって縮小していくことを示す。p2pは，第
2次産業と第3次産業は共に，第1次産業の縮小にともなって拡大して
いく傾向を反映している。pp3は，第3次産業は第1,2次産業の同時
に縮小することによって拡大していくのを意味している｡p3p4は，第
1次産業の構成比が不変であるが，第2次産業の縮小にともなって，第
3次産業の構成比は増大していく傾向を表している。
このような産業構造高度化ににより，第2次産業拡大（工業化）に
伴ってエネルギー構造が化石燃料依存型へと転換し，そして，世界にお
ける炭素排出量，大気中の温室効果気体の濃度が高まって，気温が上昇
している。
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Ⅵ悪循環構造形成の産業構造的要因
IPCCでは，現在のまま温室効果気体の排出が続き，大気中の温室効
果気体濃度が増加していた場合，地球全体の平均気温は2025年までに
現在より約1℃，21世紀末には3℃上昇することが有り得るとし，こ
の影響により，人間が依存してきた自然生態系の循環が撹乱され，そし
て，人間，自然，経済にも各種の悪影響を与えて，悪循環再生産構造が
一層拡大されることに予想きれる。
まず，地球温暖化の進行とともに，南極や北極及びグリーンランドの
氷床，或いは高山の万年積雪や氷河が溶け出すために，海面推移が上昇
することになる。また，海水自身は，地球表面の気温上昇のため，水温
が上昇することによって，熱膨張するため，体積が増加し海面推移の上
昇がおこる。
IPCCの観察資料によれば，地球規模での海水面の上昇は過去100年間
に10-25cmであり，これらの変化の多くは，地球の平均気温上昇に関
連していると見られる。特別の措置が取られなかったら，地球温暖化の
影響により，海面水位は2000年以降10年間に6cm,2030年まで平均約
20cm,21世紀末までには65cm(最大1m)も上昇するとIPCCにも予測
される。（『環境白書」平成9年度,p39)。
まだ，2000年以降の10年間で3℃の温度上昇が生じた場合，熱帯性気
候，温帯性気候，そして寒帯性気候は，緯度方向へ年間平均で約10kmの
速度で移動すると考えられる。ところが，もとの気候に適した森林やそ
の他の植物は気候帯の変動に伴なって移動できる距離が年間1-2km以
内であるとされており，地球の温暖化による気候の変動速度についてい
くことができないため，植生分布は，縮小，或いは，消滅していくこと
にもなる。特に，乾燥及び半乾燥地域では，水資源，水循環に大きな影
響が生じる可能性大であると懸念されている。
このような地球温暖化によりある自然生態系の撹乱の過程において
は，自然再生産，人間再生産，そして経済再生産に対して大きな悪質の
波及効果が与えられる。例えば,1mの海面上昇の場合，マーシャル諸
島では80％，バングラデシユでは18%の土地が水没し，モリジブ等に
代表される珊瑚からできている島々はもともと海抜が低いため，その存
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在自体が危うくなる。多くの国々では海面水位の上昇によって，海面が
河川へ逆流する現象が発生し，水資源や，陸水の生態系及び塩害による
農作物への被害が起り，特に，熱帯，亜熱帯では，食糧生産量が低下し，
乾燥，半乾燥地域も含め，最貧地域の飢餓の危険g増大することも懸
念されている。沿岸地域における高潮被害を受けやすい人口は，人口の
自然増加を考慮しなくても，現在の約4,600万人から9,600万人（海面水
位上昇50cmの場合）－1億1,2000万人（海面上昇1mの場合）に増加す
ると予想されている。日本においては,，図表16に示されるように,海
面水位の上昇とともにその影響を受ける面積，人口及び資産は増大する
ことが明らかに推測されている。
図表16設定水位ごとの海面上昇の影響（日本の場合）
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出典：環境庁「地球温暖化の我が国への影響報告書」
出所：「長谷川三雄『人間と地球環境jpl2。
なお，気候条件によって，生息範囲が限定されているウイルスや細菌
は，気候帯の移動とともにその生息範囲を移動させるため，マラリヤや
デング熱等の感染症が現在の熱帯地域だけでなく，中緯度地域にまで発
生するようになり，患者数が50万－80万件増加する恐れがあり，人類
の健康面に重大な影響を与える。
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図表17産業構造、地球環境問題と悪循環構造の因果関係
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以上地球温暖化を取り上げてその人間，自然そして経済の面に与える
悪影響を考察したが，他の地球環境問題に関しても同様にこのような結
果が見られると考えられる。つまり，地球環境問題は広義再生産の悪循
環構造形成の結果でもあり，その再悪化の要因でもある。地球環境問題
が深刻化されれば，人間社会の生存基盤とする自然生態系が撹乱きれ，
そして再生資源と費再生資源が加速度的に枯渇化される。結局のところ，
その影響を受けるのは，経済の面においては，基礎産業とする第1次産
業（農業，林業，漁業等）であり，人間再生産の面においては，人類の
生存に関わる第0次消費（筆者,1997年）と第1次消費に直接的に関連
する基礎条件である。このような悪循環が形成する主要な原因は，第1
－3節の検証によって産業構造の高度化であるので，それゆえ，この章
の結論はとしては，自然環境破壊型産業構造の展開は，広義再生産の悪
循環構造の基本的要因であると考えられる。その因果関係は図表17のよ
うなメカニズムとして把握できる。
Ⅶ結語一未来型調和的再生産循環の実現条件－
このように産業構造のあり方に寄与きれて形成してきた「悪循環再生
産構造」から脱却するには，産業構造のあり方を転換しなければならな
い。というのは，論理的に考えれば，不調和的再生産循環（図表18を参
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照）の「死路」を「活路」に変える前提条件としては，自然環境問題に
関連する次の4つがまず考えられるからである。第1は,ZdをZに戻さ
せ,ZdZという循環経路を形成することである。第2は,YbをもZに進
行させ,YbZという循環経路を形成することである。つまり，自然が吸
収できない廃棄物をできる限りに削減する上に，産業処理によって吸収
可能廃棄物か，回収可能資源にに転化させることである。第3は，代
替資源と新しい再生可能自然資源の開発，省エネ産業技術の開発などに
よって,Zaを減少する事である。第4は，以上の条件をも含んで，公
害防止技術の開発と応用，自然環境保全メカイズムの形成・拡大を通じ
てYcが自然的に消失することである（筆者,1997年3月)。
図表18不調和循環からの未来型調和的循環への転換
C
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まだ，以上の4つの実現条件を実行するのは，言うほど簡単なこと
ではない。そのために，まず自然環境に関連して考えられるのは，その
4つの条件を満たす機能を持つの調整装置を広義再生産過程に付けなけ
ればならないことである。この調整装置は，人間，経済，自然という3
つの再生産過程に対してそれぞれ「人間消費活動調整装置｣，「経済生産
活動調整装置」と「自然生態活動調整装置」という3つの部分から構
成されるべきである。但し，厳密に言えば，それらの調整装置は，それ
らに働きかけられる再生産過程と同様に，素材的なものもあれば，体制
的な（制度，法律，政策，観念的）ものもあるが，素材的に考えれば，
｢第0次産業」（前掲文）がその物的，技術的，経済的，人的な供給源
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として形成，拡大しなければ，整備，機能できないことである。従って，
本文にも提起したように，第0次産業の拡大はこれからの産業構造高
度化の基本的傾向であると考えられる。
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